
かけがわ地域クラブ支援型自動販売機の設置に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

令和 8 年 2 月 10 日 

掛川市教育政策課学校再編室 

１ 趣 旨 

  掛川市では、令和８年夏からの部活動の地域展開を見据え、中学校での水分補給環境

の充実やかけがわ地域クラブ（以下「地域クラブ」という。）への支援を目的とし、売

り上げの一部が寄附される自動販売機（以下「自販機」という。）を設置する事業者を

募集します。 

本実施要領は、自販機への導入商品の種類や価格、管理体制等を総合的に審査する公

募型プロポーザル方式により設置事業者を選定するため、必要な事項を定めるもので

す。 

 

２ 自販機設置物件の概要 

 市内中学校 8 校の１か所合計８箇所（北中学校を除く） 

※ 詳細は、別紙１「掛川市立中学校自動販売機導入施設一覧」のとおりです。 

 ※ 設置事業者は、一括して決定します。 

 

３ 自販機の設置条件 

(1) 設置事業者の施設使用形態 

   地方自治法（昭和22年法律第67号）第238条の４第２項第４号の規定に基づき、

掛川市が行政財産である土地の一部を設置事業者に貸し付けるものです。 

 

(2) 貸付期間 

令和８年４月１日から令和13年３月31日までとします。ただし、自販機設置日

は、事業者選定後の協議により決定します。 

 

 (3) 自販機の設置期限 

   令和８年５月31日までに設置することとします。 

 

(4) 貸付料は、全額減免とします。 

提案者は、貸付料が全額減免となることを踏まえて、地域クラブ環境整備事業等

への寄附を、自販機の売上（税込）の何パーセントとするか寄附率提案書で提示

いただきます。 

なお、寄附率の最低限度を 10％とし、すべての中学校で一律とします。 

※寄附額の算出方法 

寄附額＝自販機の売上（税込）×寄附率（小数点以下第一位まで）ただし、

１円未満の端数があるときはこれを切り捨てた額とします。 

 

 (5) 経費負担 

  以下の経費については設置事業者の負担とします。 

① 自販機の設置、撤去、移転、証明用電気計器（以下「子メーター」という｡)の設

置及び安全対策や防犯対策等に関する費用 



② 電源の設置、引き込み工事等にかかる費用 

※必要な工事は、別紙２「想定電源工事一覧」を確認ください。 

③ 自販機にかかる電気料 

 

 (6) 自販機にかかる電気料 

① 子メーターを設置していただき、電気料相当額を市が定める期限までに納付いた

だきます。 

② 電気料相当額は、施設管理者が半期末（９月末・３月末）に検針を行い確認した

施設の消費電力量に、当該施設の期間内の平均従量単価並びに再生可能エネルギ

ー発電促進賦課金（以下「再エネ賦課金」という｡)単価を乗じた額（小数点以下

切捨）とします。 

※ 社会情勢により、実際の請求単価がお示しした平均単価より高くなる可能 

 性がありますので、あらかじめ御留意ください。 

 

（7） 設置する自販機の仕様等について 

① 新紙幣及び硬貨に対応したものとしてください。 

② キャッシュレス決済対応は必須ではありませんが、掛川市DX推進計画に基づき

キャッシュレス決済を推奨しています。 

③ 災害時対応型自販機としてください。 

④ 熱中症対策用飲料を必ず入れてください。 

⑤ 紙コップ、紙パックで提供する飲料は含めないでください。 

⑥ 販売商品の導入・変更時は、学校長と協議の上、決定してください。 

⑦ 省エネ効果の高いヒートポンプ式としてください。 

⑧ 回収ボックスは不要です。 

⑨ 地域クラブ支援型の自販機であることを表示するとともに、設置事業者ホーム

ページ等で取り組みについて周知を実施すること。 

 

(8) 自販機設置並びに管理に関する仕様 

① 「自販機の据付基準」（JIS規格)や業界自主基準等を遵守した転倒防止策を講

じてください。 

② 「自販機の堅牢化技術水準」（日本自動販売システム機械工業会）や偽造硬貨

又は偽造紙幣の使用による犯罪の防止等、設置場所に応じた防犯対策を講じて

ください。 

③ 自販機の故障、保守修理、問い合わせ及び苦情については、設置事業者の責任

において御対応ください。 

④ 自販機本体のわかりやすい位置に自販機の管理者並びに故障時の連絡先を明記

してください。 

⑤ その他、学校長及び教育政策課施設営繕係からの指示事項に誠実に対応してく

ださい。 

 

４ 参加資格 

  (1) 応募する者は、次に掲げるすべての条件を満たす法人又はその他団体（以下 

「団体」という｡)とします。 



① 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定により、掛川市の

一般競争入札の参加制限に該当しない者であること。 

② 会社更生法（平成14年法律第154号）､民事再生法（平成11年法律第225号)の規定

に基づき、更生又は再生の手続きをしている団体でないこと。 

③ 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体でないこと。 

④ 役員又は使用人が前号に規定する団体と社会的に非難される関係を有している

と認められる団体でないこと。 

⑤ 過去に掛川市内の事業所（官民問わず）において、自販機の設置について実績を

有すること。 

⑥ 自販機の設置、運営業務について３年以上の実績を有していること。 

 

５ 実施方法 

(1) 募集要領の配布 

 ① 配布期間  令和８年２月10日（火）から３月６日（金）まで 

② 配布方法  掛川市ホームページからダウンロードしてください。 

                  

(2) 質問の受付 

 ① 受付方法 

  質問書（様式１）に記入のうえ、掛川市教育政策課学校再編室へ電子メールによ

り御提出ください。 

   ※ 電話や窓口等での口頭による個別対応は一切行いません。 

  ※ 電子メール送信後に、速やかに電話で到着確認を行ってください。 

  ※ 到着確認が可能な時間は午前８時30分から午後５時（土日祝日を除く｡) 

   となります。 

② 受付期間 

  令和８年２月10日（火）から2月24日（火）午後５時まで 

③ 回答方法 

    令和８年３月２日（月）午後５時までに、掛川市ホームページ掲載により回答 

  を公開します。 

 

 (3) 申請書の受付 

  ① 提出方法 

   持参又は郵送にて御提出ください。ＦＡＸ、電子メールでは提出できません。 

   ※ 郵送の場合は配達記録が残る方法（書留・特定記録等）としてください。 

② 受付期間 

 令和８年３月６日（金）正午まで 

 ※ 郵送の場合は３月６日（金）正午必着とします。 

③ 受付場所 

 掛川市教育政策課学校再編室（庁舎南館２階） 

※郵送先は末尾記載のとおりです。 

 

(4) 提出書類の部数 

    正本１部、副本７部（副本は写しで可） 

 



(5) 提出書類 

  提出書類は、様式６と証明書を除き、Ａ４サイズを原則とします。 

 様式は掛川市ホームページからダウンロードできます。 

① 参加申込書（様式２） 

② 事業者概要書（様式３） 

③ 業務経歴書（自販機の管理に関する営業実績）（様式４） 

④ 寄附率提案書（様式５） 

⑤ 企画提案書（様式６、A3片面３枚まで） 

⑥ 法人の登記簿謄本（書類提出日から起算して３ヶ月以内のもの） 

⑦ 納税証明書（法人市県民税） 

 

 (6) 掛川市からの質問及び回答 

① 質問の通知 

令和８年３月10日(火)午後５時までに提出された企画提案書について、掛川市か 

ら質問がある場合は、各応募者に対し電子メールにより通知します。 

② 質問の回答 

①の通知があった応募者については、令和８年３月16日(月)午後５時までに電子

メールにより回答を送付してください。 

  

(7) 設置事業者の選定 

  ① 選定方法 

設置事業者の選定にあたっては、「掛川市立中学校自動販売機設置事業者選定委

員会（以下「選定委員会」という｡)」において、提出された企画提案書及び掛川市

からの質問に対する回答に基づき書類審査を行い、プレゼンテーションは行いませ

ん。「６-（2）企画提案書の作成に係る留意点」に基づき具体的で明瞭な記載をお

願いします。その中から最も優れた提案をしていただいた応募者を優先交渉権者と

して選定します。 

 ※ 選定委員の審査点の合計が最も高い申請者を優先交渉権者とします。 

※ 選定委員の審査点の合計が配点の６割未満の場合は選定しないものとし、 

 配点の６割以上であっても著しく審査点が劣る項目がある場合、選定されな 

いことがあります。 

※ 応募者が１者のみでも選考委員会を行います。ただし、選定委員の審査点の 

合計が配点の６割未満の場合は選定しないものとします。 

※ ２者以上の審査結果が同点となった場合は、選定委員による投票で、獲得票

数の多い者を優先交渉権者とし、同点の場合は選定委員長の判断にて選定しま

す。 

② 選定委員会の開催方法 

 非公開により開催します。 

③ 選定基準 

   別紙「選定基準」のとおりです。 

 

 



（8）審査結果の通知、公表 

  審査結果については、令和８年３月23日（月）までに、各応募者に対し当該応募者

の順位、評価点を電子メールにより通知し、優先交渉権者の名称及び審査点を市 

ホームページに公表します。 

 

(9) 契約等の締結 

選定委員会により優先交渉権者として選定された応募者と行政財産使用に伴う「自

動販売機設置場所使用貸借契約」及び寄附に関する「かけがわ地域クラブ支援に関す

る覚書」を締結します。優先交渉権者との協議が整わないは、選定委員会で順位付け

された上位の者から順に、契約締結の協議を行います。 

 

６ 留意事項 

 (1) 担当職員等との接触の禁止 

    応募者は、優先交渉権者選定手続が終了するまでの間、学校職員、事務局及びその

上位職の者に対し、本プロポーザルの手続きで必要な場合を除き、面談、電話等の接

触をしてはなりません。なお、接触を求める行為が認められた場合は、審査の公平さ

に影響を与える行為があったとして失格とします。 

 

 (2) 企画提案書の作成に係る留意点 

企画提案書は、次に掲げる事項を遵守の上、作成ください。 

①  企画提案書は選定基準の項目に沿って作成し、評価の視点を踏まえて御提案を

記載してください。 

②  提案にあたり、別紙「掛川市立中学校自動販売機設置施設一覧」に記載された

設置施設及び台数は削減できません。なお、本要領３(7)及び(8)に記載した仕様

を充足した上で、追加の提案は可能です。 

③  選定基準「１業務の実績・事業活動の理念等」では、本事業と同一（地域部活

への寄附型自販機）や類似（中学校への設置）の実績について、また、事業活動

において、DEI（多様性・公平性・包摂性）の理念に基づく取り組み実績の有無

及び取り組みの内容について御記載ください。 

④  災害時対応型自販機の災害時における取り出し方法（種類）を明記すること。 

⑤  選定基準「３ 付加機能」は、自販機に付加する機能、その内容及び導入する

理由について、導入する施設がわかるように、一覧表形式で御記載ください。 

⑥  選定基準「４ 商品の構成の考え方」は、本事業にて設置する自販機で提供予

定商品を御記載いただき、学校へ設置することを踏まえた商品構成（案）を記載

ください。また、利用者の購買意欲を高める工夫についても、提案してくださ

い。 

※実際の商品構成については、学校長と協議の上決定します。 

⑦  選定基準「５ 販売価格及び寄附率」では、「４ 商品の構成の考え方」で記載

した商品の「小売希望価格」と「販売予定価格」を併記の上、その差額及び全商

品の平均差額がわかるよう御記載ください。 

⑧  選定基準「５ 販売価格及び寄附率」の寄附率については、企画提案書へは記

載不要です。 

 

 



 

 (3) 優先交渉権者等の選定の取り消し 

次のいずれかに該当するときは、優先交渉権者等の選定を取り消し、次点候補者 

 を設置事業者とします。  

①  提出書類に虚偽の記載が確認されたとき 

②  評価の公平性を害する行為を行ったとき 

③  著しく社会的信用を損なう行為等により、事業者としてふさわしくないと掛川

市が判断したとき 

④  参加資格に適合しなくなったとき 

 

７ 関係法規の遵守 

 業務を遂行するうえで、以下の法規を遵守してください。その他関係法規がある場合

は、それらも遵守することとします。 

 (1) 地方自治法 

 (2) 食品衛生法（昭和22年法律第233号） 

 (3) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号） 

 (4) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第47号） 

 (5) 掛川市情報公開条例 

 (6) 掛川市環境基本条例（平成17年条例第227号） 

 (7) 掛川市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年条例第２号） 

 (8) 掛川市会計規則（平成17年規則第32号） 

 (9) 掛川市財産管理規則（平成17年規則第35号） 

 (10)その他本業務を行うにあたり遵守すべき法令等 

 

８ 本プロポーザルの全体スケジュール 

 項 目 日 程 

(1) 募集要領の配布 令和８年２月10日（火）～３月６日（金） 

(2) 質問の受付 令和８年２月24日（火）午後５時まで 

(3) 質問の回答 令和８年３月２日（月）午後５時まで 

(4) 企画提案書の受付 令和８年３月６日 (金）正午まで 

(5) 掛川市からの質問 令和８年３月10日（火）午後５時までに 

(6) 掛川市からの質問

への回答期限 
令和８年３月16日（月）午後５時まで 

(7) 書類審査期間 令和８年３月６日 (金)～３月17日（火） 

(8) 選定結果の通知 令和８年３月23日（月）午後５時までに通知 

(9) 契約書締結 令和８年３月末までに 

 

９ その他 

(1) 提出された書類は、設置事業者選定以外には使用しません。 

(2) 提出された書類は、返却しません。  



(3) 提出書類の著作権は申請者に帰属しますが、掛川市が本プロポーザルに関する 

報告、公表等のために必要とする場合は、申請者に確認のうえ、提出書類の内容 

を使用できるものとします。 

 (4) 申請者が提出した企画提案書類一式は、掛川市情報公開条例（平成17年条例第 

  15号）第２条第２項に規定する公文書として、開示請求の対象となることがあり 

  ます。 

(5) 本要領に定めるもののほか、必要な事項については、市と選定事業者と協議し 

て決定します。 

 

10 問い合わせ先（事務局） 

  掛川市教育政策課学校再編室学校再編係（庁舎南館２階） 

  〒４３６－８６５０ 静岡県掛川市長谷一丁目１番地の１ 

  電 話：０５３７－２１－１１５５（直通） 

  E-mail：gaku-somu@city.kakegawa.shizuoka.jp 

  担 当：石山・神野 


